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Ⅰ．はじめに  1 

平成 30 年４月に、本審議会において、今後の海上安全政策が果たすべき役割2 

と方向性及びそのための手法について答申（船舶交通安全をはじめとする海上3 

安全の更なる向上のための取組（第４次交通ビジョン））を取りまとめたところ4 

である。 5 

この答申を踏まえ、海上保安庁では毎年度実施計画を作成し、同審議会船舶交6 

通安全部会において審議のうえ、計画的に施策を推進している。 7 

しかしながら、平成 30 年９月、台風 21 号の影響により、関西国際空港周辺海8 

域に錨泊していた船舶が走錨し、同空港連絡橋に衝突するなど、近年、大型の台9 

風をはじめとした異常気象の頻発・激甚化に伴い、船舶交通の安全や重要施設の10 

機能が阻害され、人流・物流に甚大な影響を及ぼすような事故が発生するととも11 

に、航路標識の倒壊事故等が発生している。 12 

このため、海上保安庁では、同空港周辺海域を含む全国の海域において、荒天13 

時の走錨等に起因する事故の再発防止策に取り組むほか、海域の監視・情報提供14 

体制を強化するなどして、安全対策の強化に取り組んできたところであるが、更15 

なる対策の強化が求められている。 16 

さらに、航路標識にあっては、限られた人員・予算から十分な点検、補修が困17 

難となっており、他方、地域活性化等のため活用したいという民間団体からの要18 

望にも十分に応えられていない状況である。 19 

これらの新たな課題に対応するため、近年の異常気象の頻発・激甚化に伴う走20 

錨等に起因する事故や航路標識の消灯・流出事故、新技術の出現など、多様化・21 

複雑化する海上交通環境に適切に対応するため、新たな海上交通安全基盤の拡22 

充強化について、取るべき措置及び現行制度の検証を行う必要がある。 23 

本答申については、上記事項を踏まえ、本年７月から検討を進めてきた「頻発・24 

激甚化する自然災害等新たな交通環境に対応した海上交通安全基盤の拡充・強25 

化について」取りまとめたものである。 26 

 27 

Ⅱ．安全対策の強化のための新たな法制度について  28 

１．異常気象等に伴う事故の未然防止策の充実・強化 29 

（現 状） 30 

平成 30 年９月の台風 21 号来襲時に、関西国際空港周辺海域に錨泊してい31 

た船舶が走錨し、同空港連絡橋へ衝突した事故の発生を踏まえ、海上保安庁で32 

は、「荒天時の走錨等に起因する事故の再発防止に係る有識者検討会」を設置33 
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し、対策を検討した結果、同空港周辺海域において、海上交通安全法に基づく1 

告示により、荒天時の船舶の航行を制限するほか、全国の海域において、海上2 

空港などの重要施設を選定し、これら重要施設周辺海域において、荒天時にお3 

ける走錨等に起因する事故の防止対策を実施している。 4 

また、令和元年９月の台風 15 号来襲時に、東京湾の横浜沖錨地に錨泊して5 

いた船舶が走錨し、横浜港の南本牧はま道路に衝突した事故の発生を踏まえ、6 

湾内等の海域に特に勢力の大きい台風の直撃等が予想される場合には、在湾船7 

舶に対し湾外避難を推奨するとともに、湾外避難の実効性を高めるため、港則8 

法に基づく港外避難勧告の発令時期の前倒しなどの運用の改善を図るなどの9 

対策を実施してきたところである。 10 

（課 題） 11 

現状として、港内においては、港則法に基づき異常気象等により船舶交通の12 

危険の発生が予想される場合に港外避難等の勧告・命令を発出することができ13 

る一方、湾内等の海上交通安全法の適用海域においては、法的実効性をもって14 

対応するための法律上の規定がなく、湾外避難の推奨や重要施設周辺海域にお15 

ける錨泊自粛等は行政指導により行われているところ、海上交通安全法の適用16 

海域においても、法律上の実効性をもって湾外避難や錨泊自粛等を勧告・命令17 

できる法制度が必要と考えられる。 18 

また、工事や船舶の沈没等船舶交通の障害の発生を想定した交通制限は、船19 

舶の「航行」のみを対象としているところ、効果的な交通制限を行うため、「停20 

留・錨泊」についても、制限の対象とする必要があると考えられる。 21 

加えて、現状では、船舶の安全な航行を援助するための情報提供や勧告等の22 

制度は、航路及びその周辺海域にのみ適用され、重要施設周辺海域には適用さ23 

れないところ、異常気象時等に、錨泊船舶も含めた重要施設周辺海域の船舶に24 

対し、情報提供や勧告等がなされる制度が必要と考えられる。 25 

これらの措置の実施に当たっては、多岐にわたる関係者が湾外避難等の実施26 

に関し必要な協議を行い、連携・協力することにより、円滑な湾外避難等の実27 

施を図る必要があると考えられる。 28 

このほか、海上交通安全法に基づく権限は海上保安庁長官が、港則法に基づ29 

く権限は港長等が、それぞれ行使することとされているところ、異常気象時等30 

における湾外避難については、海上保安庁長官が一体的に勧告・命令できる制31 

度が必要と考えられる。 32 
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さらに、視程の悪化が見込まれる異常気象等の際に、重要施設の位置をバー1 

チャルＡＩＳ航路標識により航海用レーダー等に表示することが有効な対策2 

であると見込まれるところ、重要施設の設置管理者において手続面や費用面で3 

困難となっており、迅速に対応できる制度面の手当てが必要と考えられる。 4 

（制度改正の方向性） 5 

（１）船舶の湾外避難、湾内の錨泊制限等の勧告・命令制度の創設等 6 

① 海上保安庁長官は、異常な気象・海象により、船舶交通の危険が発生7 

するおそれがあると予想される海域について、船舶交通の危険を防止8 

するため必要があると認めるときは、船舶に対し、 9 

ア 特に勢力の大きな台風の直撃が予測される場合などに、大型船等10 

の一定の船舶に対する、湾内からの退去や入湾の回避 11 

イ 湾内の重要施設周辺海域など、一定の海域における錨泊の自粛 12 

ウ 錨泊船舶に対する、機関や予備錨の準備等の走錨対策の強化等、危13 

険防止の円滑な実施のために必要な措置を講ずべきことを勧告する14 

ことができることとすること。 15 

② 海上保安庁長官は、異常な気象・海象により、船舶交通の危険が発生16 

するおそれがある海域について、当該海域における危険を防止するた17 

め必要があると認めるときは、船舶の航行等を制限し、停泊場所等を指18 

定し、又は当該海域からの退去等を命ずることができることとするこ19 

と。 20 

③ 現行の海上交通安全法第 26条第１項に基づく船舶交通の障害発生時21 

の交通制限の対象となる行為について、船舶の「航行」のみが規定され22 

ているところ、これに「停留・錨泊」を加えることとすること。 23 

（２）重要施設周辺海域における走錨事故等防止のための情報提供、危険回 24 

避措置の勧告制度の創設 25 

① 海上保安庁長官は、重要施設周辺海域において、異常な気象・海象に26 

よる船舶交通の危険を防止する必要があると認めるときは、船舶に対27 

し、船舶の走錨のおそれなど、走錨等に起因する事故の防止に資する情28 

報や、船舶が多数錨泊する海域における船舶の衝突事故の防止に資す29 

る情報等の船舶が安全に航行・停留・錨泊するために必要な情報を提供30 

するものとし、船舶は、これら海上保安庁長官が提供する情報を聴取し31 

なければならないこととすること。 32 
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② 海上保安庁長官は、重要施設周辺海域において、船舶の重要施設への1 

接近や船舶同士の異常な接近等を認めるときは、当該船舶に対し、危険2 

を回避するために必要な措置を講ずべきことを勧告することができる3 

こととするとともに、船舶に対し、当該勧告に基づき講じた措置につい4 

て報告を求めることができることとすること。 5 

（３）湾外避難等の円滑な実施のための協議会の創設 6 

海上保安庁長官は、湾内等の一定の海域ごとに、湾外避難等の円滑な実7 

施等、異常気象時等における船舶交通の危険防止に関する必要な協議を8 

行うため、行政機関や海事関係者等を構成員とする協議会を組織するこ9 

とができることとし、構成員は、協議会の協議結果を尊重しなければなら10 

ないこととすること。 11 

（４）湾内全域からの船舶の避難を一体的に実施するための海上保安庁長官 12 

による港長権限の代行制度の創設 13 

海上保安庁長官は、湾外避難の勧告・命令を実施しようとする場合にお14 

いて、港内及び湾内における船舶交通の危険を一体的に防止する必要が15 

あると認めるときは、港内にある湾外避難の対象船舶に対し、港長等に代16 

わって、港外への避難を勧告・命令できることとすること。 17 

（５）重要施設の安全対策強化のためのバーチャルＡＩＳ航路標識の緊急設 18 

置制度等の創設 19 

重要施設周辺におけるバーチャルＡＩＳ航路標識の緊急設置について、20 

ＡＩＳ信号所を設置している者による設置手続を許可から届出に緩和す21 

ること。また、ＡＩＳ信号所を設置していない者については、当該施設管22 

理者からの委託により、海上保安庁がバーチャルＡＩＳ航路標識を設置23 

できることとすること。 24 

 25 

２．持続可能な航路標識の管理体制の充実・強化 26 

（現 状） 27 

現在、海上保安庁が設置・管理する航路標識（所管標識）は 5,163 基である28 

が、所管標識の老朽化や激甚化する災害等による損傷により、海上保安庁の管29 

理業務の負担が増加している。 30 

加えて、過去５年（平成 27 年～令和元年）において、航路標識への接触事31 
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故が 262 件発生しており、迅速な機能回復のため、原因者による現物賠償を1 

求めているが、迅速な対応が得られないケースが発生している。 2 

また、民間団体が行う灯台の一般公開、イベント開催、敷地の清掃等につい3 

ては、法律上明確な位置付けがない状態となっている。 4 

（課 題） 5 

上記現状を踏まえ、船舶接触による航路標識の損害が発生した場合、迅速な6 

機能回復のため、法制度において、原因者による公用物の工事について負担を7 

求め、かつ、原因者に対して負担金を強制徴収することで、強力かつ迅速な法8 

執行を確保する必要があるものと考えられる。 9 

また、他の公物管理法の例に倣って、民間団体等による所管標識に係る敷地10 

の整備や補修等の工事・維持について、自らの必要に応じ、自らの費用負担で11 

実施するための法制度を創設することにより、所管標識の運営の能率化を図り、12 

船舶交通の安全性を確保する必要があるものと考えられる。 13 

さらに、他の公物管理法の例に倣って、航路標識の敷地や管理業務の一部を14 

適切に実施できる民間団体の活動を促進し、航路標識の管理の一層の充実強化15 

を図るため、当該民間団体等の位置づけを法律上明確にする必要があるものと16 

考えられる。 17 

（制度改正の方向性） 18 

（１）航路標識の復旧のための施行命令・原因者負担制度の創設 19 

海上保安庁長官は、船舶接触により航路標識の損害が発生した場合、迅20 

速な機能回復のため、原因者に対して航路標識を復旧する義務を課し、ま21 

た復旧費用について原因者に負担させることとすること。 22 

（２）承認工事制度及び航路標識協力団体制度の創設 23 

海上保安庁長官は、海上保安庁が管理している航路標識の存在する地24 

方公共団体や民間事業者等が、自らの費用負担で行う航路標識の補修等25 

について、管理上問題なければ、機能に影響を及ぼさない範囲で工事・維26 

持を承認することを可能とすることとすること。 27 

また、海上保安庁長官は、航路標識の敷地や歩道の整備など管理業務の28 

一部に民間団体の活動を促進し、航路標識の管理の一層の充実強化を図29 

るため、航路標識協力団体（仮称）として指定することとすること。 30 
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Ⅲ．その他の安全対策の充実・強化について  1 

１．海域の監視・情報提供体制の強化 2 

（１）ふくそう海域1等の監視・情報提供体制の強化 3 

これまで、ふくそう海域等2における船舶交通安全対策として、海上交4 

通センター等にてレーダー、ＡＩＳ、監視カメラの活用により、船舶動静5 

を把握し、情報提供等を行うことで、これまでに海難事故を半減させるな6 

ど、大きな成果を挙げている。 7 

現在、第４次交通ビジョンや平成 30 年９月の関西国際空港連絡橋への8 

衝突事故を踏まえ、レーダー新設等による大阪湾北部海域をはじめとす9 

るふくそう海域等の監視体制強化に取り組んでいるところである。 10 

一方、東京湾においては海上交通管制の一元化が実現するも、伊勢湾、11 

大阪湾や準ふくそう海域3などについても、頻発・激甚化する台風等自然12 

災害に対応するため、海上交通サービスの拡充を検討する必要がある。 13 

このため、第４次交通ビジョン等に基づき、東京湾に引き続き、伊勢湾、14 

大阪湾の海上交通管制の一元化や、準ふくそう海域の安全対策、ＡＩＳの15 

普及促進等について、更なるサービスの充実強化についてコスト面も含16 

め検討を進めるべきである。 17 

（２）走錨早期警戒システムの開発・導入 18 

早期の情報提供等を実施することで走錨に起因する海難の防止を図る19 

ため、錨泊時の船舶の運動要素をＡＩで解析し、走錨予兆を検知するシス20 

テムの開発・導入を進めるべきである。 21 

（３）運用体制の整備 22 

上記の監視・情報提供体制の強化に当たっては、その運用に係る海上保23 

安庁職員の育成・確保が欠かせないところであり、新システム等を用いた24 

スムーズな運用を可能とするため、職員に対する研修の実施やマニュア25 

ル作成等を進めるべきである。 26 

 

 

                             
1 東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及び関門港 
2 ふくそう海域及び準ふくそう海域を含む我が国沿岸域 
3 ふくそう海域を結ぶ東京湾湾口、石廊埼沖、伊勢湾湾口、潮岬沖、室戸岬沖、足摺岬沖

の各海域を経て瀬戸内海に至る海域 
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２．新技術を活用した航路標識の点検・監視体制の構築 1 

航路標識の老朽化が進展し、持続可能な維持管理が重要な課題となる中2 

で、限られた人員で対応する体制の構築を可能とするため、ドローンによる3 

施設点検、ウェアラブルカメラ等による点検遠隔支援、ＡＩによる劣化度画4 

像診断、ＩｏＴを活用した灯火監視、高輝度ＬＥＤの導入促進、バーチャル5 

ＡＩＳ航路標識への置換え等、新技術を活用した点検・監視体制の構築を推6 

進すべきである。 7 

 8 

Ⅳ．これらの事項の実施に当たっての留意事項について  9 

制度改正については、それぞれ所要の準備が整い次第できる限り早期に実施10 

することとし、いずれの場合も、海事関係者等の意見を踏まえるほか、十分な11 

周知を図ることとすべきである。 12 


